













































































































児 里 数 教 員 数
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3  -→  4
4  -→   5
5  -→   6
6 →中 1年
中1 → 2











































表4 小・中学校本務教員数 (退職予想数) (人)
































































































潮 木 推 計 後 藤 推 計
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注 教員需要数一教員必要数対前年度差十停年退職者数十停年前退職者数
後藤誠也 :鳥取県における教員需要の予測
囲内に落ち着いてしまう。
・中学校の場合では,単年度ごとの顕著な落ち込みは見られないものの,教員需要は64年度を境に
して,極めて望み薄の状態となってしまいそうである。
ウ 小・中学校の合計で見た場合
・61～63年では200人台の,64～67年では100人台の需要数を見込むことができるが,68年には,36
人と大幅に減少する。その後は60～90人に回復するが,それでも61～63年の30～40%程度に, ま
た,64～66年の37～54%程度に過ぎない。
。これまでは教員総数で見てきたが,教員総数に占める本務教員数は,56～60年の平均で,小学校
で87.31%,中学校で85,02%である。残りは養護教諭と講師とである。いま,毎年の本務教員数
がこの比率で確保されるのかどうかは,未確定の要囚があるので不明であるが,現在の本務教員
数は,将来最低の教員必要数となる年度の教員総数より,小・中とも大幅に下回っているので,
教員需要は, ここでの推計を下回ることはなかろう。なお,養護学校等の需要も考えられるとこ
ろから,表6の毎年需要数は,おおよそ保障されるものと推測し得る。
。この点については新しい資料が入手できしだい補正をしていきたい。
江
(1)後藤誠也 :「過疎地域における教員の需給関係J(日本教育学会教員養成研究小委員会報告「教員養成の諸問
題J所収),1971
12)潮木守一 :教員需要の将来展望,1985,福村出版
ここに収録されているものは,学会発表及び「内外教育」(時事通信社)昭和60年2月12日, 3月8日付け
の論文を基礎としている
(3)香川大学教育学部就職問題検討委員会 :教員養成系大学・学部における就職状況に関する調査報告,1984
ここでは,独自な推計方法を用いて,香川県における見通しを明らかにしている
14)こでの推計は,鳥取県教育委員会が,昭和75年までの高等学校生徒数の推計に当たって用いた推計方式を,
使わせてもらって行ったものである。
資料
文部省 :「学校教員統計調査報告書」(昭和55～59年度)
鳥取県教育委員会 :「教育施策と主要事業概要J(昭和55～60年度)
鳥取県 :「第5次鳥取県総合計画」,1986
